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平成１２年度東京都中央卸売市場会計決算審査意見書

第１ 審 査 の 概 要

１ 審査の期間 平成１３年６月１日から同年８月１日まで

２ 審査の対象 中央卸売市場

３ 審査の手続

この決算審査に当たっては、知事から提出された決算書類が、中央卸売市場事業の経営成績及

び財政状態を適正に表示しているかどうかを検証するため、会計帳票、証拠書類の照合等通常実

施すべき審査手続を実施したほか、必要と認めるその他の審査手続を実施した。

ついで、本事業の経営内容の動向を把握するため計数の分析を行い、経済性の発揮及び公共性

の確保を主眼として考察した。

第２ 審 査 の 結 果

１ 決算諸表について

審査に付された決算諸表は、中央卸売市場事業の経営成績及び財政状態を適正に表示している

ものと認められる。

２ 経営状況について

（１）経営成績について

ア 概況について

東京都中央卸売市場の事業は、卸売市場法（昭和４６年法律第３５号）に基づき開設され

た１１市場、４分場で運営されており、都民の食生活に必要な生鮮食料品等の円滑な流通を

確保するため、市場施設の整備拡充並びに維持管理を行うとともに、市場取引の指導監督、

生鮮食料品等に関する市況や商品知識の提供、地方卸売市場への助成等を実施している。

平成１２年度における取扱部類別卸売取扱量・売上金額は表１のとおりであり 取扱量は、 、

生鮮食料品が３３２万８，１４３ｔ、花きが１６億４，１６２万余本（切花換算）となって

いる。

売上金額は、生鮮食料品が１兆３，２４５億１，７７３万余円、花きが７９２億４，０６

２万余円で、総売上金額は１兆４，０３７億５，８３６万余円である。

これを前年度の総売上金額（１兆４，４３５億３，０２４万余円）と比較すると３９７億

７，１８７万余円（２．８％）減少している。
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（表１）卸売業者の取扱部類別取扱量及び売上金額

増 (△) 減
平 成 １2 年 度 平 成 １1 年 度

(C)
部 類 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ＝Ａ－Ｂ） 率 － ×100

(B)

取扱量 売上金額 取扱量 売上金額 取扱量 金 額 取扱量 金 額

t 千円 t 千円 t 千円 % %
水産物 723,765 635,465,550 717,691 663,343,961 6,074 △ 27,878,411 0.8 △ 4.2

青果物 2,507,468 588,157,891 2,500,926 603,620,729 6,542 △ 15,462,838 0.3 △ 2.6

食 肉 96,909 100,894,297 91,541 95,658,424 5,368 5,235,873 5.9 5.5

生鮮食料
品 合計 3,328,143 1,324,517,738 3,310,158 1,362,623,115 17,985 △ 38,105,377 0.5 △ 2.8

千本 千本 千本
花 き 1,641,621 79,240,625 1,608,332 80,907,125 33,289 △ 1,666,500 2.1 △ 2.1

総 計 － 1,403,758,364 － 1,443,530,240 － △ 39,771,877 － △ 2.8

（注）１ 金額は、消費税を含む。

（注）２ 花きの取扱量は、切葉・切枝・鉢物・苗木・その他について、切花に換算した本数

である。

平成１２年度における中央卸売市場事業の経営成績は、表２（詳細は、別表１比較損益計

算書参照）のとおり、総収益２０３億３，７７０万余円、総費用２００億１，５２５万余円

で、差引き３億２，２４４万余円の純利益となっている。

これは、営業損益では２０億１，８９８万余円の損失を計上したものの、営業外損益で２

３億４，１４３万余円の利益を計上したことによるものである。

（表２）経営成績比較表

平成12年度 平成11年度 増 ( ) 減△
年 度

(C)
科 目 金 額 金 額 金 額 率 ×100－

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ＝Ａ－Ｂ) (B)
千円 千円 千円 ％

１ 営 業 収 益 13,617,082 13,266,887 350,195 2.6

２ 営 業 外 収 益 6,720,620 5,290,737 1,429,883 27.0

総 収 益 20,337,703 18,557,624 1,780,079 9.6

３ 営 業 費 用 15,636,068 16,368,556 △ 732,488 △ 4.5

４ 営 業 外 費 用 4,379,189 4,550,159 △ 170,970 △ 3.8

５ 特 別 損 失 0 0 0 -

総 費 用 20,015,257 20,918,716 △ 903,459 △ 4.3

６ 当 年 度 純 損 益 322,446 △ 2,361,091 2,683,537 △ 113.7
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イ 収益について

収益は、表３のとおり、２０３億３，７７０万余円であり、その内訳は、営業収益１３６

億１，７０８万余円、営業外収益６７億２，０６２万余円である。これを前年度と比較する

と、営業収益が３億５，０１９万余円（２．６％ 、営業外収益が１４億２，９８８万余円）

（２７．０％）それぞれ増加している。

（表３）収益比較表

年 度 平 成 １2 年 度 平 成 １1 年 度 増 (△) 減

金 額 金 額 金 額 (C)
構成比 構成比 率 ×100－

科 目 (Ｃ＝Ａ－Ｂ)(Ａ) (Ｂ) (B)

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

市場事業収益 20,337,703 100 18,557,624 100 1,780,079 9.6

営業収益 13,617,082 67.0 13,266,887 71.5 350,195 2.6

売上高割使用料 3,484,583 17.1 3,568,588 19.2 △ 84,005 △ 2.4

施設使用料 7,300,003 35.9 6,772,391 36.5 527,612 7.8

雑収益 2,832,495 13.9 2,925,908 15.8 △ 93,413 △ 3.2

営業外収益 6,720,620 33.0 5,290,737 28.5 1,429,883 27.0

受取利息及び配当金 3,438,606 16.9 1,723,923 9.3 1,714,683 99.5

一般会計補助金 2,938,915 14.5 3,187,439 17.2 △ 248,524 △ 7.8

国庫補助金 221,157 1.1 288,984 1.6 △ 67,827 △ 23.5

雑収益 121,942 0.6 90,390 0.5 31,552 34.9

（ア）営業収益

営業収益の内訳は、売上高割使用料が３４億８，４５８万余円、施設使用料が７３億余

円、雑収益が２８億３，２４９万余円となっている。

売上高割使用料を部類別に見ると、表４のとおり、食肉は前年度より増加したものの、

水産物、青果物及び花きは、前年度より減少している。
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（表４）部類別市場別・売上高割使用料比較

平成１２年度 平成１１年度 増 (△) 減
区 分

金 額 金 額 金 額 (C)
率 ×100－

部類 市 場 名 (Ａ) (Ｂ) (Ｃ＝Ａ－Ｂ) (B)

千円 千円 千円 ％
水 築 地 1,467,365 1,515,959 △ 48,594 △ 3.2
産 大 田 83,275 89,596 △ 6,321 △ 7.1
物 足 立 104,422 109,672 △ 5,250 △ 4.8

計 1,655,063 1,715,228 △ 60,165 △ 3.5

築 地 259,156 268,071 △ 8,915 △ 3.3
大 田 650,747 660,638 △ 9,891 △ 1.5

青 豊 島 73,473 76,554 △ 3,081 △ 4.0
淀 橋 192,105 201,130 △ 9,025 △ 4.5
板 橋 99,487 94,757 4,730 5.0

果 世 田 谷 41,765 48,282 △ 6,517 △ 13.5
北 足 立 159,308 162,970 △ 3,662 △ 2.2
多 摩 21,256 17,966 3,290 18.3

物 西 68,884 67,262 1,622 2.4

計 1,566,185 1,597,634 △ 31,449 △ 2.0

食
食 肉 205,945 195,337 10,608 5.4

肉

生鮮食料品
合 計 3,427,194 3,508,199 △ 81,005 △ 2.3

大 田 121,162 120,527 635 0.5
花 板 橋 28,183 30,204 △ 2,021 △ 6.7
北 足 立 28,565 31,072 △ 2,507 △ 8.1

き 西 23,293 24,700 △ 1,407 △ 5.7

計 201,205 206,505 △ 5,300 △ 2.6

そ の 他 30,413 32,312 △ 1,899 △ 5.9

総 計 3,658,812 3,747,017 △ 88,205 △ 2.4

（注）１ 金額は、卸売業者、仲卸業者の合計である。ただし、その他の欄は、卸売

業者、仲卸業者及び関連事業者の合計である。

（注）２ 金額は、消費税を含む。

（注）３ 市場名の多摩は､多摩ニュータウン市場の略である。

施設使用料は、当年度に使用料の改定（約８パーセントの引上げ）があったため前年度

と比較して、５億２，７６１万余円（７．８％）増加している。

施設種類別の使用料は、表５のとおりである。
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徴収対象面積等は、事務室、冷蔵庫等で減少しているものの、荷さばき場、倉庫等で増

加している。

荷さばき場で対象面積が増加したのは、大田市場、多摩ニュータウン市場等で仲卸業者

等に対して追加の使用指定をしたことなどのためであり 倉庫が増加したのは 大田市場、 、 、

西市場等で、事務室、冷蔵庫等を転用したことなどのためである。また、事務室が減少

したのは、大田市場で産地団体等からの返還があったことなどのためであり、冷蔵庫が減

少したのは 足立市場で取扱量の減少に伴い 一部の返還があったことなどのためである、 、 。

（表５）施設使用料徴収対象面積等及び使用料

面 積 等 金 額 （千円）
施 設 種 類

平成12年度 平成11年度 増( )減 平成12年度 平成11年度 増( )減△ △

卸売業者売場 151,532.2 151,349.9 182.3 896,024 837,115 58,909

仲卸業者売場 41,434.7 41,171.0 263.7 963,642 893,169 70,473

関連事業者営業所 16,805.9 16,826.2 △ 20.3 435,826 403,392 32,434

※ 事務室 113,986.4 115,765.4 △1,779.0 2,603,590 2,423,050 180,540

荷さばき場 62,350.2 59,807.6 2,542.6 362,024 321,475 40,549

※ 作業所 11,239.0 11,235.9 3.1 143,477 133,454 10,023

バナナ発酵室 1,452.5 1,452.5 0 24,053 22,310 1,743

買荷保管所 9,369.1 9,315.7 53.4 26,158 24,370 1,788

※ 倉庫 17,877.5 16,443.5 1,434.0 158,283 139,467 18,816

冷蔵室 5,282.2 5,282.2 0 233,261 217,958 15,303

※ 車両置場 182,813.4 182,484.4 329.0 1,085,337 1,005,091 80,246

※ 市場用地 26,555.9 26,708.4 △ 152.5 219,869 205,685 14,184

※ その他 19,628.7 19,597.6 31.1 95,739 92,361 3,378

小 計 (ｍ ) 660,327.7 657,440.3 2,887.4 7,247,288 6,718,903 528,385２

※ 冷 蔵 庫 (ｍ ) 48,102.9 50,571.7 △2,468.8 417,714 392,106 25,608３

合 計 － － 7,665,003 7,111,010 553,993－

（注）１ 金額は、消費税を含む。

（注）２ ※付きの施設は、複数の単価がある。

（注）３ 面積等は、両年度とも年度末（３月３１日）現在の数値である。

（注）４ 面積等の単位は、冷蔵庫のみ「 」で、他は「 」である。ｍ ｍ３ ２

（イ）営業外収益

営業外収益の内訳は、受取利息及び配当金３４億３，８６０万余円、一般会計補助金２
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９億３，８９１万余円等である。

営業外収益は前年度と比較して１４億２，９８８万余円（２７．０％）増加している。

これは、主として、一般会計補助金が２億４，８５２万余円減少したものの、一般会計

に対し新たに貸し付けた２，０００億円の貸付金利率が、預金利率を上回るため受取利息

及び配当金が１７億１，４６８万余円増加したためである。

なお、一般会計補助金の内訳は、表６のとおりである。

（表６）一般会計補助金の内訳比較表

（単位：千円）

区 分 平成12年度 平成11年度 増 (△) 減

業務指導監督等事業費 2,092,939 2,246,398 △ 153,459

施設管理費 276,190 278,637 △ 2,447

生鮮食料品流通対策費 276,607 309,112 △ 32,505

企業債利息等 15,487 17,631 △ 2,144

使用料軽減補てん費 277,692 335,661 △ 57,969

合 計 2,938,915 3,187,439 △ 248,524

ウ 費用について

当年度の市場事業費は、表７のとおり、２００億１，５２５万余円であり、その内訳は、

営業費用が１５６億３，６０６万余円、営業外費用が４３億７，９１８万余円である。これ

を前年度と比較すると、営業費用が、７億３，２４８万余円（４．５％ 、営業外費用が１）

億７，０９７万余円（３．８％）それぞれ減少している。
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（表７）費用比較表

年 度 平 成 １2 年 度 平 成１1 年 度 増 (△) 減

金 額 金 額 金 額 (C)
構成比 構成比 率 ×100－

科 目 (Ａ) (Ｂ) (Ｃ＝Ａ－Ｂ) (B)

千円 ％ 千円 ％千円 ％

市場事業費 20,015,257 100 20,918,716 100 △ 903,459 △ 4.3

営業費用 15,636,068 78.1 16,368,556 78.2 △ 732,488 △ 4.5

管理費 10,892,002 54.4 11,605,498 55.5 △ 713,496 △ 6.1

人件費 3,226,523 16.1 3,446,349 16.5 △ 219,826 △ 6.4

維持管理費 7,665,478 38.3 8,159,148 39.0 △ 493,670 △ 6.1

業務費 162,478 0.8 177,920 0.9 △ 15,442 8.7

減価償却費 4,378,444 21.9 4,369,961 20.9 8,483 0.2

資産減耗費 203,142 1.0 215,176 1.0 △ 12,034 △ 5.6

営業外費用 4,379,189 21.9 4,550,159 21.8 △ 170,970 △ 3.8

生鮮食料品 529,706 2.6 597,144 2.9 △ 67,438 △ 11.3
流通対策費

支払利息及び 3,761,504 18.8 3,902,362 18.7 △ 140,858 △ 3.6
企業債取扱諸費

繰延勘定償却 14,779 0.1 15,020 0.1 △ 241 △ 1.6

雑支出 73,198 0.4 35,631 0.2 37,567 105.4

（ア）営業費用

営業費用は、前年度と比較し、７億３，２４８万余円（４．５％）減少している。

これは、主として、管理費が７億１，３４９万余円減少したためである。

なお、給与費、職員数等については表８のとおりとなっている。
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（表８）給与費明細表

平 成 １2 年 度 平 成 １1 年 度 増 (△) 減

区 分 損益勘定 資本勘定 計 損益勘定 資本勘定 計 損益勘定 資本勘定 計

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円
報 酬 222,311 0 222,311 188,886 0 188,886 33,425 0 33,425

給 料 1,924,468 0 1,924,468 2,064,095 0 2,064,095 △139,627 0 △139,627

手 当 1,717,054 9,874 1,726,929 1,813,586 10,922 1,824,509 △ 96,532 △ 1,048 △ 97,580

法定福利費 571,272 0 571,272 587,762 0 587,762 △ 16,490 △ 16,4900

計 4,435,107 9,874 4,445,981 4,654,330 10,922 4,665,253 △219,223 △ 1,048 △220,272

人 人 人 人 人 人 人 人 人
職 員 数 448 0 448 465 0 465 △ 17 0 △ 17

平均年齢 44歳 5月 44歳 7月 月△ 2

職員１人当 千円 千円 千円
たり給与額 8,064 8,346 △ 282

（注）１ 職員数及び平均年齢は、年度末現在におけるものである。

（注）２ 職員１人当たり給与額は （給料＋手当）÷月当たり平均職員数である。、

（イ）営業外費用

営業外費用は、前年度と比較し、１億７，０９７万余円（３．８％）減少している。

これは、主として支払利息及び企業債取扱諸費が１億４，０８５万余円、生鮮食料品流

通対策費が６，７４３万余円それぞれ減少したことによるものである。

以上の結果を経営比率の推移で見ると、表９のとおりであり、純損益の推移は、表１０のと

おりである。

（表９）経営比率表

区 分 平成８年度 平成９年度 平成10年度 平成11年度 平成12年度 算 式

経 営 資 本 営業利益
営業利益率 (％) △ 0.6 △ 0.6 △ 0.6 △ 0.5 △ 0.5 経営資本

営 業 収 益 営業利益
営業利益率 (％) △ 26.1 △ 26.8 △ 23.8 △ 23.4 △ 14.8 営業収益

経 営 資 本 営業収益
回 転 率 (回) 0.02 0.02 0.02 0.02 0.03 経営資本

総 費 用 対 総 費 用
総収益比率 (％) 120.3 117.2 123.6 112.7 98.4 総 収 益

（注）経営資本＝総資本－（建設仮勘定＋投資）
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（表１０） 純損益の推移

（単位：百万円）

区 分 平成８年度 平成９年度 平成１０年度 平成１１年度 平成１２年度

純 損 益 △ 3,825 △ 3,206 △ 4,310 △ 2,361 322

営業損益 △ 3,504 △ 3,555 △ 3,198 △ 3,101 △ 2,018

経常損益 △ 3,825 △ 3,206 △ 2,915 △ 2,361 322

特別損益 0 0 △ 1,395 0 0

（２）財政状態について

ア 資本的収支について

資本取引に係る資金の動きを示す資本的収支の状況は、表１１のとおりである。

当年度における資本的収入は ６７億９ ８１７万余円で 前年度と比較して ３７億４、 ， 、 、 ，

１０４万余円増加している。これは、主として、企業債が２９億９８３万余円、国庫補助金

が１０億１，７８６万余円それぞれ増加したことによるものである。

一方、資本的支出は１９３億１，７１０万余円で、前年度と比較して、１，９３６億１，

３２０万余円減少している。これは、主として、投資が２，０００億２，８４６万余円減少

したことによるものである。

（表１１）資本的収支比較表

（単位：千円）

項 目 平成１２年度(Ａ) 平成１１年度(Ｂ) 増(△)減(Ａ－Ｂ)

市 場 資 本 的 収 入 6,798,173 3,057,126 3,741,047

企 業 債 3,554,246 644,412 2,909,834

国 庫 補 助 金 3,125,039 2,107,174 1,017,865

そ の 他 資 本 収 入 118,888 305,540 △ 186,652

市 場 資 本 的 支 出 19,317,103 212,930,304 △ 193,613,201

( 0) ( 2,036,244) (△ 2,036,244)

建 設 改 良 費 16,798,540 10,264,555 △ 6,533,985

( 0) ( 2,036,244) (△ 2,036,244)

企 業 債 償 還 金 2,518,563 2,637,286 △ 118,723

投 資 0 200,028,462 △ 200,028,462

差 引 資 本 的 収 支 △ 12,518,929 △ 209,873,177 197,354,248

（注）１（ ）内の数字は、翌年度繰越額で内書である。

（注）２ 金額は、消費税を含む。
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イ 資産及び負債・資本

当年度末の資産及び負債・資本の状況は、別表２比較貸借対照表のとおりであり、資産総

額６，４０７億１４３万余円、負債総額８７億９，３９３万余円、資本総額６，３１９億７

５０万余円となっている。

資産は、前年度（８，３３９億５，５４２万余円）と比較し、１，９３２億５，３９８万

余円（２３．２％）減少している。

これは主として、固定資産が１１３億５，１１９万余円増加したものの、流動資産が２，

０４６億４１４万余円減少したことによるものである。

固定資産の増加は、主として、世田谷市場南棟のしゅん工等により建物が１００億４５０

万余円増加したことなどにより、有形固定資産が２１４億１，２６９万余円増加したことに

よるものである 流動資産の減少は 主として 現金預金が２ ０２１億７ ２２８万余円。 、 、 ， ， 、

前払金が２４億２，６４８万円それぞれ減少したことによるものである。

負債は、前年度（２，０６４億４，４５２万余円）と比較し、１，９７６億５，０５９万

余円（９５．７％）減少している。これは、主として、前年度に計上した貸付未払金を支払

ったことによるものである。

資本は 前年度 ６ ２７５億１ ０８９万余円 と比較し ４３億９ ６６１万余円 ０、 （ ， ， ） 、 ， （ ．

７％）増加している。

これは、剰余金が３９億２，８８１万余円減少したものの、資本金が８３億２，５４３万

余円増加したことによるものである。

資本金の増加は、主として、利益剰余金を取り崩し資本金に組み入れたことによるもので

ある。

剰余金の減少は主として、資本剰余金のうち、国庫補助金が３０億１，０３５万余円増加

したものの、利益剰余金のうち、減債積立金を２３億８，２４５万余円、建設改良積立金を

４８億９，３５４万余円それぞれ取り崩したことによるものである。

なお、当年度における企業債及び支払利息等の状況は、表１２のとおりであり、企業債の

未償還残高（９３２億１，２０５万余円）は、前年度（９２１億６，２６１万余円）と比較

し、１０億４，９４３万余円増加している。

また、支払利息等は、前年度（３９億２３６万余円）と比較すると、発行利率の低下によ

り１億４，０８５万余円減少して、３７億６，１５０万余円となっている。
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（表１２） 企業債及び支払利息等の状況
（単位：千円）

平成１2年度 平 成 １ 2 年 度 平成11年度 増 (△) 減
区 分

末残高(Ａ) 増 加 減 少 末残高(Ｂ) (Ａ－Ｂ)

企 業 債 93,212,055 3,568,000 2,518,563 92,162,618 1,049,437

区 分 平成１2年度支払額(Ｃ) 平成１1年度支払額(Ｄ) 増( )減(Ｃ-Ｄ)△

支利 企 業 債 利 息 3,742,322 3,892,293 △ 149,971

息 企業債取扱諸費 19,181 10,069 9,112

払等 計 3,761,504 3,902,362 △ 140,858

以上の結果を財務比率の推移でみると、表１３のとおりである。

（表１３） 財務比率の推移

（単位：％）

区 分 平成８年度 平成９年度 平成10年度 平成11年度 平成12年度 算 式

流動資産

流 動 比 率 698.0 5,277.0 8,059.5 126.3 639.4

流動負債

自己資本

自己資本構成比率 72.8 77.4 77.7 64.2 84.1

総 資 本

固定資産 対 固定資産

59.6 60.0 60.3 91.3 92.5

長期資本比率 長期資本

負 債

負 債 比 率 18.1 10.5 10.2 38.6 1.6

自己資本

（注）１ 自己資本＝自己資本金＋剰余金

（注）２ 長期資本＝資本金＋剰余金＋固定負債

ウ 資金収支について

資金収支の状況は、表１４のとおりである。

資本的収入は ６７億９ ８１７万余円であり これに対して資本的支出は １９３億１、 ， 、 、 ，

７１０万余円であり、資本的収支資金不足額は１２５億１，８９２万余円となっている。
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また、収益的収支においては、減価償却費等の損益勘定留保資金等の合計額５５億６，５

３７万余円が資金剰余となり、資本的収支と収益的収支を合わせた資金収支において６９億

５，３５５万余円の資金不足となっている。

この結果 累積資金剰余額は 表１５のとおり ４７４億３ ７４３万余円となっている、 、 、 ， 。

（表１４） 資金収支表
（単位：千円）

支 出 収 入

項 目 金 額 項 目 金 額

資本的支出（Ａ） 19,317,103 資本的収入 (Ｂ） 6,798,173

[資本的収支資金不足額]

(Ｃ＝Ａ－Ｂ) 12,518,930

（補てん財源内訳）

当 年 度 純 利 益 322,446

損 益 勘 定 留 保 資 金 4,598,681

減 価 償 却 費 4,378,444

固定資産除却費等 205,457

企業債発行差金償却 14,779

消費税資本的収支調整額 644,252

計 （Ｄ） 5,565,379

収益的収支の資金剰余額 (5,565,379)

(Ｅ＝Ｄ)

当年度資金不足額

（Ｆ＝Ｃ－Ｅ） 6,953,551

合 計 （Ａ） 19,317,103 合 計 (Ｂ＋Ｄ＋Ｆ） 19,317,103

（表１５）累積資金推移表

（単位：千円）

区分 平成 8年度 平成 9年度 平成10年度 平成11年度 平成12年度

当年度資金剰余(△)不足額 △47,092,099 △2,258,201 △ 579,741 △204,986,059 △6,953,551

累積資金剰余(△)不足額 269,168,498 263,703,408 259,701,897 54,390,991 47,437,439

（３）建設改良事業について

中央卸売市場では、平成８年１１月に第６次東京都卸売市場整備計画（計画期間：平成８年

度～平成１７年度）を策定し、各市場の整備を行っている。

平成１２年度の建設改良事業の執行状況は、表１６のとおり、予算額１９４億５，５６８万
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余円に対し、執行額は１６７億９，８５４万余円で、執行率は８６．３％となっている。

（表１６） 建設改良事業執行状況
（単位：千円、％）

予 算 額 執 行 額 執行率 翌年度への 不 用 額
項 目

(Ａ) (Ｂ) (Ｂ／Ａ) 繰越額(Ｃ) (Ａ)-(Ｂ+Ｃ)

建 設 改 良 事 業 19,455,680 16,798,540 86.3 0 2,657,140

施 設 拡 張 事 業 19,047,557 16,494,792 86.6 0 2,552,765

施 設 改 良 事 業 398,068 300,454 75.5 0 97,614

資 産 購 入 費 10,055 3,293 32.7 0 6,762

施設拡張事業は、予算額１９０億４，７５５万余円に対し、執行額は１６４億９，４７９万

余円で、執行率は８６．６％となっている。

その主な内訳は、表１７のとおりであり、世田谷市場青果部・花き部施設建設工事、同電気

設備工事（８０億４，６２４万余円 、食肉市場北側棟第１期建設工事（４１億１，７４６万）

余円）である。

不用額が生じた工事の主なものは、世田谷市場青果部・花き部施設建設工事、同電気設備工

事などである。

施設改良事業は 築地市場ガス管路改良工事ほか２６件の改良工事が行われ 予算額３億９、 、 ，

８０６万余円に対し、執行額は３億４５万余円で、執行率は７５．５％となっている。

また、資産購入費は予算額１，００５万余円に対し、執行額は３２９万余円で、執行率は３

２．７％となっている。

（表１７）主な施設拡張事業執行状況

（単位：千円、％）

平成１２年度執行状況

市場名 件 名 予 算 額 執 行 額 執行率 不 用 額

（Ａ） （Ｂ） (B/A) (A)－(B)

築 地 排水管整備工事 431,905 308,377 71.4 123,528

食 肉 北側棟第１期建設工事 4,163,188 4,117,461 98.9 45,727

淀 橋 スロープ新設工事 802,023 633,129 78.9 168,894

耐震補強工事 255,816 200,119 78.2 55,697

世田谷 青果部・花き部施設建設工事 8,261,311 6,982,336 84.5 1,278,975

青果部・花き部施設建設電気設備工事 1,263,913 1,063,912 84.2 200,001

以上 平成１２年度における中央卸売市場事業の経営成績について述べてきたが 当年度純損益は、 、 、

過去５年間続いた純損失から、純利益へと転換している。



　（別表１）

比　　較　　損　　益　　計　　算　　書

平　成　12　年　度 平　成　11　年　度

金　　　額 金　　　額
（Ａ） （Ｂ）

13,617,082,906 13,266,887,761 350,195,145 2.6

売 上 高 割 使 用料 3,484,583,753 3,568,588,413 △ 84,004,660 △ 2.4

施 設 使 用 料 7,300,003,208 6,772,391,020 527,612,188 7.8

雑 収 益 2,832,495,945 2,925,908,328 △ 93,412,383 △ 3.2

15,636,068,519 16,368,556,939 △ 732,488,420 △ 4.5

管 理 費 10,892,002,436 11,605,498,577 △ 713,496,141 △ 6.1

業 務 費 162,478,537 177,920,038 △ 15,441,501 △ 8.7

減 価 償 却 費 4,378,444,634 4,369,961,976 8,482,658 0.2

資 産 減 耗 費 203,142,912 215,176,348 △ 12,033,436 △ 5.6

△ 2,018,985,613 △ 3,101,669,178 1,082,683,565 △ 34.9

6,720,620,934 5,290,737,016 1,429,883,918 27.0

受 取 利 息 及 び
配 当 金

3,438,606,792 1,723,923,901 1,714,682,891 99.5

一 般 会 計 補 助金 2,938,915,000 3,187,439,000 △ 248,524,000 △ 7.8

国 庫 補 助 金 221,157,000 288,984,000 △ 67,827,000 △ 23.5

雑 収 益 121,942,142 90,390,115 31,552,027 34.9

4,379,189,199 4,550,159,555 △ 170,970,356 △ 3.8

生 鮮 食 料 品
流 通 対 策 費

529,706,359 597,144,005 △ 67,437,646 △ 11.3

支払利息及び企業
債 取 扱 費

3,761,504,502 3,902,362,997 △ 140,858,495 △ 3.6

繰 延 勘 定 償 却 14,779,400 15,020,600 △ 241,200 △ 1.6

雑 支 出 73,198,938 35,631,953 37,566,985 105.4

322,446,122 △ 2,361,091,717 2,683,537,839 －

322,446,122 △ 2,361,091,717 2,683,537,839 －

16,092,568,297 13,731,476,580 2,361,091,717 17.2

15,770,122,175 16,092,568,297 △ 322,446,122 △ 2.0当年度未処理欠損金

　科　　目

営 業 収 益

経 常 損 益

営 業 費 用

営 業 損 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

率
(C÷B×100)Ｃ＝Ａ－Ｂ

　　　（単位：円、％）
年　度 増　（△）　減

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 欠 損 金

金　　  額
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　（別表２）

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 金　　  額 率
（a） （b） （a-b） （a-b/b）*100

％ ％ ％

584,372,954,119 91.2 573,021,761,910 68.7 11,351,192,209 2.0

343,483,834,278 53.6 322,071,142,448 38.6 21,412,691,830 6.6

土 地 164,755,850,235 25.7 154,770,030,912 18.6 9,985,819,323 6.5

立 木 705,120,008 0.1 691,344,045 0.1 13,775,963 2.0

建 物 127,151,293,911 19.8 117,146,786,917 14.0 10,004,506,994 8.5

構 築 物 12,295,589,494 1.9 12,467,245,962 1.5 △ 171,656,468 △ 1.4

機 械 及 び 装 置 26,004,270,082 4.1 24,307,008,050 2.9 1,697,262,032 7.0

車 両 運 搬 具 17,521,746 0.0 20,580,120 0.0 △ 3,058,374 △ 14.9

工具器具及び備品 49,680,809 0.0 56,042,152 0.0 △ 6,361,343 △ 11.4

建 設 仮 勘 定 12,504,507,993 2.0 12,612,104,290 1.5 △ 107,596,297 △ 0.9

388,119,841 0.1 420,483,734 0.1 △ 32,363,893 △ 7.7

施 設 利 用 権 381,619,770 0.1 413,983,663 0.0 △ 32,363,893 △ 7.8

電 話 加 入 権 6,500,071 0.0 6,500,071 0.0 0 0  

240,501,000,000 37.5 250,530,135,728 30.0 △ 10,029,135,728 △ 4.0

出 資 金 306,000,000 0.0 306,000,000 0.0 0 0  

貸 付 金 240,195,000,000 37.5 250,224,135,728 30.0 △ 10,029,135,728 △ 4.0

56,231,370,254 8.8 260,835,519,263 31.3 △ 204,604,149,009 △ 78.4

51,825,869,173 8.1 253,998,157,898 30.5 △ 202,172,288,725 △ 79.6

預 金 51,825,869,173 8.1 253,998,157,898 30.5 △ 202,172,288,725 △ 79.6

1,114,352,392 0.2 1,075,343,126 0.1 39,009,266 3.6

営 業 未 収 金 13,245,660 0.0 7,732,730 0.0 5,512,930 71.3

営 業 外 未 収 金 765,848,453 0.1 994,064,344 0.1 △ 228,215,891 △ 23.0

未収消費税還付金 243,504,897 0.0 0 0  243,504,897 －

そ の 他 未 収 金 91,753,382 0.0 73,546,052 0.0 18,207,330 24.8

8,562,689 0.0 6,392,239 0.0 2,170,450 34.0

そ の 他 貯 蔵 品 8,562,689 0.0 6,392,239 0.0 2,170,450 34.0

2,861,246,000 0.4 5,287,726,000 0.6 △ 2,426,480,000 △ 45.9

前 払 金 2,861,246,000 0.4 5,287,726,000 0.6 △ 2,426,480,000 △ 45.9

421,340,000 0.1 467,900,000 0.1 △ 46,560,000 △ 10.0

保 管 有 価 証 券 421,340,000 0.1 467,900,000 0.1 △ 46,560,000 △ 10.0

97,114,450 0.0 98,139,850 0.0 △ 1,025,400 △ 1.0

97,114,450 0.0 98,139,850 0.0 △ 1,025,400 △ 1.0

企 業 債 発 行 差 金 97,114,450 0.0 98,139,850 0.0 △ 1,025,400 △ 1.0

640,701,438,823 100   833,955,421,023 100   △ 193,253,982,200 △ 23.2

平　成　12　年　度 平　成　11　年　度 増　（△）　減

比　　較　　貸　　借　　対　　照　　表

年　　度　　
（単位：円）

資　　産　　合　　計

無 形 固 定 資 産

投 資

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

前 払 金

そ の 他 流 動 資 産

繰 延 勘 定

企 業 債 発 行 差 金

　科　　目

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産
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　（別表２）

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 金　　  額 率
（a） （b） （a-b） （a-b/b）*100

％ ％ ％

8,793,931,127 1.4 206,444,528,994 24.8 △ 197,650,597,867 △ 95.7

7,585,985,298 1.2 205,264,147,385 24.6 △ 197,678,162,087 △ 96.3

営 業 未 払 金 1,270,721,321 0.2 1,568,938,463 0.2 △ 298,217,142 △ 19.0

営 業 外 未 払 金 458,116,925 0.1 114,400,827 0.0 343,716,098 300.4

建設改良費未払金 5,828,028,623 0.9 3,543,546,369 0.4 2,284,482,254 64.5

貸 付 未 払 金 0 － 200,000,000,000 24.0 △ 200,000,000,000 △ 100   

そ の 他 未 払 金 29,118,429 0.0 37,261,726 0.0 △ 8,143,297 △ 21.9

1,719,276 0.0 48,672 0.0 1,670,604 －

営 業 外 前 受 金 1,719,276 0.0 48,672 0.0 1,670,604 －

1,206,226,553 0.2 1,180,332,937 0.1 25,893,616 2.2

預 り 保 証 金 1,206,226,553 0.2 1,180,332,937 0.1 25,893,616 2.2

8,793,931,127 1.4 206,444,528,994 24.8 △ 197,650,597,867 △ 95.7

309,110,332,872 48.2 300,784,898,797 36.1 8,325,434,075 2.8

215,898,277,256 33.7 208,622,279,992 25.0 7,275,997,264 3.5

自 己 資 本 金 215,898,277,256 33.7 208,622,279,992 25.0 7,275,997,264 3.5

93,212,055,616 14.5 92,162,618,805 11.1 1,049,436,811 1.1

企 業 債 93,212,055,616 14.5 92,162,618,805 11.1 1,049,436,811 1.1

322,797,174,824 50.4 326,725,993,232 39.2 △ 3,928,818,408 △ 1.2

45,238,144,483 7.1 42,213,411,749 5.1 3,024,732,734 7.2

受 贈 財 産 評 価 額 5,449,948,825 0.9 5,435,571,535 0.7 14,377,290 0.3

国 庫 補 助 金 39,731,801,326 6.2 36,721,445,882 4.4 3,010,355,444 8.2

工 事 負 担 金 2,493,032 0.0 2,493,032 0.0 0 0  

補 償 金 42,422,659 0.0 42,422,659 0.0 0 0  

その他資本剰余金 11,478,641 0.0 11,478,641 0.0 0 0  

277,559,030,341 43.3 284,512,581,483 34.1 △ 6,953,551,142 △ 2.4

減 債 積 立 金 16,868,788,946 2.6 19,251,242,635 2.3 △ 2,382,453,689 △ 12.4

建 設 改 良 積 立 金 272,461,893,430 42.5 277,355,437,005 33.3 △ 4,893,543,575 △ 1.8

貸 付 資 金 積 立 金 3,998,470,140 0.6 3,998,470,140 0.5 0 0  
当 年 度 末 処 理
欠 損 金

631,907,507,696 98.6 627,510,892,029 75.2 4,396,615,667 0.7

640,701,438,823 100   833,955,421,023 100   △ 193,253,982,200 △ 23.2

資 本 金

自 己 資 本 金

流 動 負 債

前 受 金

　科　　目

年　　度　　

剰 余 金

資　　本　　合　　計

負 債 ・ 資 本 合 計

未 払 金

借 入 資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

預 り 金

負　　債　　合　　計

平　成　12　年　度 平　成　11　年　度 増　（△）　減

比　　較　　貸　　借　　対　　照　　表
（単位：円）

△ 2.015,770,122,175 16,092,568,297 △ 322,446,122△ 2.5 △ 1.9
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